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スルガ銀行

２０２２年３月期第３四半期 決算概況
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■ 2022年3月期 第3四半期実績 前年同期比

2021年3月期
第3四半期実績

2022年3月期
第3四半期実績

前年同期比

業務粗利益 ５４８ ４８９ ▲５８

経費 ３０５ ２９８ ▲７

コア業務純益 ２３７ １８６ ▲５０

業務純益 ５０７ ３７７ ▲１３０

経常利益 １３６ １３６ ▲０.３

純利益 ７５ ９４ ＋１８

実質与信費用 １０９ ６６ ▲４３

ROE(％) (純利益ベース) ４.２ ４.８ ＋０.６

親会社株主に帰属する

純利益 ９４ ９５ ＋１

＜単体＞

EPS(円)（連結） ４０.６ ４１.３ ＋０.７

経常利益増減要因（前年同期比）

主な増減要因

資金利益
・貸出金利息の減少
（平残要因▲39億円、利回り要因▲17億円）

経費
・物件費の減少(▲6億円)
・人件費の減少(▲4億円)

実質与信費用
・不動産担保保全額の見直しによる貸倒引当金の取り崩し(▲130億円)
・償却債権取立益の増加(+21億円)

（億円）

（億円）

▲53

実績
136

▲4

+0
+6

+43

経常利益
（2020年12月期） 資金利益 役務取引等利益 その他業務利益※1 経費 実質与信費用 経常利益

（2021年12月期）

０

株式損益
国債等債券損益

その他

＋7

※1 その他業務利益は、国債等債券損益を除いております。

• 業務粗利益は、資金利益の減少を主因に、前年同期比58億円減少の489億円。
• 実質与信費用は、不動産担保保全額の見直しによる貸倒引当金の取り崩しを主因に、前年同期比43億円減少の66億円。

なお、概ね計画どおりの進捗であり、通期見通しは160億円で据え置き。
• 四半期純利益（単体）は、前年同期比18億円増加の94億円。
• 四半期純利益（連結）は、前年同期比横ばいの95億円。

前年度
実績
136

1



項目
第3四半期
実質与信費用

貸倒引当金
１Q ２Q ３Q

シェアハウス関連融資先 １２ ▲８０ １４ ▲５３ ６８２

投資用不動産ローン ※ １９ ▲１３ １１２ １１７ ６４６

住宅ローン ▲０ ▲７ ２ ▲５ ３５

無担保ローン １ ▲０ １ １ ２１

買入金銭債権 ― ― １ １ １

事業性貸出等 １ １ ３ ５ ８７

合計 ３４ ▲１０１ １３３ ６６ １,４７４

■ 実質与信費用、シェアハウス関連融資について ＜単体＞

※投資用不動産ローン ： ワンルームローン、一棟収益ローン、その他有担保ローン

（億円）

• シェアハウス関連融資先の実質与信費用は、期初想定どおり貸倒引当金の積み増しを行った一方で、中間期に不動産担保保全額の見直しを
実施したことによる貸倒引当金の取り崩しが大きく発生し、▲53億円の計上。

• シェアハウス関連融資先以外の投資用不動産ローンにおける実質与信費用は、お客さまの一部の組織的な交渉の動きなどを勘案し、予防的引当として
3Qに貸倒引当金の積み増しを行った結果、117億円の計上。

※ シェアハウス関連融資のある債務者ベース
※ 保全額 ： 担保等の評価額に一定割合を乗じて算出(当中間期に見直しを実施)
※ 総与信残高、シェアハウス債権 ： 貸出金・貸出金に準ずる仮払金・貸出金未収利息

・シェアハウス関連融資保全状況

総与信残高

A

保全額

B

未保全額

C

引当額

D

保全率

(B＋D)／Aシェアハウス債権

２０２１年 ３月 １,３５７ １,０７２ ５２５ ８３１ ７６７ ９５.２４％

２０２１年 ９月 １,３１６ １,０４２ ６１７ ６９８ ６７７ ９８.３６％

２０２１年 １２月 １,３００ １,０３１ ６００ ７００ ６８２ ９８.６０％

・実質与信費用/貸倒引当金について(2022年3月期)

２



• ローン全体の貸出金利回りは、2021年9月末比0.06％低下し、3.53％。
• 個人ローンの延滞率は、シェアハウス関連融資先の債権一括譲渡希望に伴う返済停止債権の増加と投資用不動産ローンをご利用中のお客さまの一部に

集団交渉を契機として返済停止を実施している方がいることを主因に、2021年9月末比1.85％上昇し、8.53％となったものの、
これらの特殊要因を除く、個人ローン全体の延滞率では、2021年9月末比横ばい。

※延滞率＝３カ月以上延滞債権÷ローン残高 ※利回り ： 対顧客利回り（保証料、未収利息勘案前）、末残ベース
※ワンルームローン・有担保ローン・個人ローン・合計<(A)(B)(C)(D)合算>の利回り・延滞率は証券化した債権を原債権ベースで算出
※商品単位で集計しており、シェアハウスローンの利用中、もしくは組織的交渉に参加しているお客さまが約定返済を停止している場合、他の商品の延滞率にも影響

■ ローン種類ごとの残高、利回り、延滞率 ＜単体＞

（億円）

ローン種類
２０２１年９月 ２０２１年１２月

残高 利回り 延滞率 残高 利回り 延滞率

有担保ローン １８,２３６ ３.０７％ ７.０５％ １７,８７４ ３.０５％ ９.０４％

住宅ローン ４,７５１ ２.８２％ ０.２７％ ４,６６２ ２.８０％ ０.３３％

ワンルームローン １,５５０ ３.３９％ １.７５％ １,４７９ ３.３８％ ２.１４％

一棟収益ローン １０,５４３ ３.２４％ ４.７０％ １０,３６０ ３.２３％ ７.１６％

シェアハウスローン １,０４２ １.４０％ ７３.３３％ １,０３０ １.４０％ ８１.７２％

その他有担保ローン ３４８ ４.６６％ ０.３４％ ３３９ ４.６２％ ０.２３％

無担保ローン １,５６８ １０.３７％ ２.２８％ １,５０３ １０.３８％ ２.３２％

カードローン １,０４５ １１.７５％ ０.８５％ １,００７ １１.７６％ ０.８６％

無担保証書貸付等 ５２２ ７.５９％ ５.１４％ ４９６ ７.５８％ ５.２９％

個人ローン(A) １９,８０４ ３.６４％ ６.６８％ １９,３７７ ３.６２％ ８.５３％

資産管理会社向け投資用不動産ローン(B) ２２２ １.８７％ － ２７６ １.８４％ －

個人ローン(シェアハウス関連融資を除く) １８,４８８ ２.７４％ １８,０７７ ４.１１％

合計＜(A)(B)(C)(D)合算＞ ２０,５３５ ３.５９％ ６.４５％ ２０,５４２ ３.５３％ ８.０５％

ストラクチャードファイナンス等(C) ５０８ ２.３４％ － ５８８ ２.２５％ －

３

買入金銭債権(D) － － － ２９９ １.９６％ －



■ 利ざや等の状況、貸出金・預金 利回り／平残 ＜単体＞

32,287 30,937

0.04%0.05%
0.09%

貸出金利回りと貸出金平残

預金利回りと預金平残
預金平残（億円）

預金利回り

貸出金平残（億円）

貸出金利回り

27,007

17/12 18/12 19/12 20/12 21/12

24,362
22,622

0.04%

利ざや等の状況

• 預貸金利ざやは、条件変更に伴うレートダウン対応の継続等による貸出金利回りの低下（前年同期比▲0.10％）が、
経費率の低下（前年同期比▲0.06％）を上回り、前年同期比0.03％縮小し、1.77％。

• 総資金利ざやは、資金調達原価の低下を資金運用利回りの低下が上回り、前年同期比0.17％縮小し、0.78％。
• 貸出金平残は、特殊要因(シェアハウス関連融資債権の一括譲渡、約442億円)もあり、前年同期比1,740億円減少し、2兆2,622億円。
• 預金平残は、前年同期比1,006億円増加し、3兆2,868億円。

3.35%3.60%
3.20% 3.12%

17/12 18/12 19/12 20/12 21/12

40,485
36,134

30,867 31,862

総資金利ざや預貸金利ざや預貸金粗利ざや

3.30%

1.99%
2.34%

1.49%
1.19%

0.95%

1.68%

3.51%

1.74% 1.80%

3.16% 3.07%

17/12 18/12 19/12 20/12 21/12

2.98%

1.77%

0.78%

3.02%

0.04%

32,868

＜貸出金増減の特殊要因＞
19/12 1Rローン証券化

（約▲1,000億円）
20/12 創業家融資回収、シェアハウス

債権譲渡（約▲1,000億円）
21/12 シェアハウス債権譲渡(▲442億円)

４



■ 経費・OHR、自己資本比率の推移 ＜単体＞

• OHRは、業務粗利益が減少したことにより、前年同期比5.2％上昇し、61.0％。
• 経費は、前年同期比7億円減少し、298億円。中期経営計画第1フェーズ最終年度の計画値400億円に向けて、順調に削減を進めている。
• 自己資本比率(単体)は、前年同期比1.84％上昇し、13.24％。(連結は13.52％)

経費・ＯＨＲの推移

税 金

（億円）

業務粗利益 人件費 物件費 ＯＨＲ

19/12 21/1218/12 20/1217/12

872

782

622

548

55.8%

40.7%
53.0%45.2%

355 354
329

305

134 121
111 111

189
203

190 170

31 29 28 24

61.0%

27

163

107

298

489

自己資本・自己資本比率の推移

（億円）

自己資本 自己資本比率

19/12 21/1218/12 20/1217/12

11.40%

13.35%

9.05%

9.83%

2,477

2,236
2,342

3,391

2,668

13.24%

５



６

• 2021年度は、期初より新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、下期偏重の通期1,200億円の新規実行を計画。新型コロナウイルス感染の
拡大/抑制フェーズに伴う経済環境の変化に苦慮しながらも、2021年度第3四半期において690億円の新規実行。

• 市場から当社の目指すミドルリスクミドルリターンに見合う債権を2021年度第3四半期に購入。
• 足元、オミクロン株による第6波の急激な感染拡大が予断を許さない状況であり、先行きの不透明感が高くなっているが、

不動産取引が活況となる年度末を見据えて営業を強化し、年度計画の達成を目指す。

2022年3月期
第３四半期 1Q 2Q 3Q

個人ローン ２３６ ７２ ６８ ９５

資産管理会社向け投資用不動産ローン １２９ ２８ ４４ ５６

小計 ３６５ １０１ １１２ １５１

ストラクチャードファイナンス ３２５ ９３ １０８ １２３

合計 (A) ６９０ １９４ ２２０ ２７４

買入金銭債権 (B) ２９９ ２９９

総合計 (A)+(B) ９９０ １９４ ２２０ ５７４

（億円）

■ 新規ローン実行状況

・中期経営計画で推進するローン実行額推移



参考資料



■ 企業理念

参1

再掲



■ スルガ銀行中期経営計画 “Re:Start 2025”（期間：2019年度～2025年度）

ビジョン

経営戦略

* RA（Risk Adjusted）業務粗利益＝業務粗利益－実質与信費用

株主価値 社会への貢献お客さま満足 社員満足

企業理念 “あってよかった、出会えてよかった、と思われる存在でありたい。”

コアビジネスである 「リテールバンキング」を再構築
するとともに、リスク分散と収益の安定化を目的に
「市場性運用」を推進

 RA業務粗利益*をコントロールし、リスク・リターンの
バランスがとれた収益基盤を構築

リスク資本をコントロールした既存ビジネスの推進と
新規事業への取組み、ストレス環境下で顕在化
するリスクへの備え

 バーゼルⅢ改定後においても自己資本比率8％
以上を堅持し、事業戦略を実現

価値提供

・企業理念の実現に向けて、お客さま本位の業務運営を徹底し、コアビジネスであるリテールバンキング
への取り組みを通じて、当社ならではの独自の価値提供を実現することで、お客さまに心から満足して
いただき、社員もやりがいを感じる“新しいスルガ銀行の姿”を創出

・コンプライアンスの徹底とリスク・リターンの適正なコントロールを行う態勢を構築し、公共性が高い
金融機関として“持続可能な新たなビジネスモデル”を展開

新しいスルガ銀行の姿

参2

再掲



■ 第１フェーズの基本戦略

戦 略

環境認識

第1フェーズ(2019年度～2022年度）

経営資源配分の最適化

第2
フェーズ

2023年度

～

2025年度

新規事業

リテール
バンキング

市場性運用
 信用リスク中心のポートフォリオからの転換
 ダウンサイドリスクが抑制された安定運用を志向

 投資用不動産ローンはターゲットを変更し「質」を転換
 ソリューション型営業モデルへの進化
 エリア特性を踏まえた展開

 外部企業との提携
 API連携基盤の活用

新
し
い
ポ
ジ
シ
ョ
ン
の
確
立

マイナス金利継続
 コスト削減、人員見直し
 非金利ビジネスに注力

規 制 対 応
 バーゼルⅢ改定
 異業種参入による

業際の見直し

Fintech対応
 システム化・省力化投資
 異業種連携による

プラットフォーム化

社会の変化
 少子高齢化
 都心集中

重点課題
への対処

店舗業務改革
人財資源の
リアロケーション

経費削減

シェアハウス
関連融資等

創業家との
早期関係解消

グループ機能の見直し

消費者の変化
 相続・資産形成意識の向上
 労働力・働き方・サービス

ニーズの多様化

参3

再掲



■ SDGsへの取組み

スルガ銀行グループの取り組みスルガ銀行グループのマテリアリティマテリアリティの抽出・特定マテリアリティ候補の整理

ガバナンスの原則

人（People）

繁栄（Prosperity）

地球（Planet）

盤石なガバナンス基盤の確立

社員が活躍・成長できる
環境の整備

サステナブルな
地域経済・社会の構築

環境保全への貢献

 企業理念の浸透
 コーポレートガバナンスの高度化
 強固なコンプライアンス態勢の構築
 お客さま本位の業務運営の実現
 金融犯罪防止への取り組み強化

 社員の成長を支援する人材育成体系
 ワークライフバランス施策の充実
 ダイバーシティ・障がい者雇用の推進
 社員の心身の健康向上への取り組み
 社員のモチベーション向上への取り組み

 リテールバンキングを通じた多様なお客さまニーズへの対応
 地域の企業や事業主へのソリューションの提供
 自治体とのパートナーシップによる地域活性化貢献
 事業継続計画（BCP）の取り組み
 未来を担う子供たちの文化・芸術・スポーツのサポート

 地域の環境保全活動への参加・協力
 手続・業務のデジタル化推進による環境負荷の低減
 店舗設備等の環境対応の推進

関連する
SDGsの
ゴール

スルガ銀行グループにとって
大切なこと

ステークホルダーにとって
大切なこと・

スルガ銀行グループへの期待

企業理念
コンプライアンス憲章
中期経営計画

“Re:Start2025”
歴史・あゆみ

社 員 お客さま

地域社会 株 主

監督官庁 地球環境

✕

マテリアリティの検討は2020年
に世界経済フォーラムで提唱
された「ステークホルダー資本
主義指標」の4つの柱/測定
基準を参考に整理。

当社グループが大切にしていることと、
ステークホルダーにとって大切なことの
要素情報を分析・評価し、双方に
とって重要な課題“マテリアリティ”を
策定。

当社グループのマテリアリティは以下の4つ。
各マテリアリティは独立したものではなく、すべてが
有機的に結びついており、全てのステークホルダー
への責任を果たすうえで不可欠な要素。

マテリアリティとして掲げた4つのテーマごとに、社内・社外の
課題解決のため以下の取り組みを推進。それぞれの取り組み
は、SDGsのゴールと結びついており、持続可能な開発目標の
達成に資するものであり、今後も取り組みの実効性の向上・
レベルアップを図る。

再掲
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■ 2021年度実質与信費用見通しの前提

シェアハウス関連融資等の特殊要因のない債権の実質与信費用は、次の２つの要因から前回計画対比30億円減少の通期10億円を想定。
①個人の要注意先/要管理先の残高減少 ②不動産価格上昇による債権譲渡価格の上昇

シェアハウス関連融資先に対する実質与信費用は、通期40億円の期初想定を据え置き。

シェアハウスローン債権一括譲渡による貸倒引当金戻入益は、前回計画対比50億円減少の100億円を想定。
本手続きを希望する一部のお客さまの手続き完了が来期の予定に変更となることなどが要因。

予防的引当については、前回計画据え置きの340億円を想定。個別の債務者の状況を精査し、債務者区分や引当方法の見直しを
検討しており、シェアハウスローン以外の投資用不動産ローンをご利用中のお客さまの一部に組織的な交渉の動きがみられる状況などを勘案。
中間期の想定を下回った分は、下期に発生することを見込む。

不動産担保保全額の見直しについては、中間期実績を精査した結果、貸倒引当金の取り崩しが前回計画対比20億円増加の130億円。
(不動産担保保全額の見直しは、直近のサービサーへの債権売却実績が不動産担保評価を大きく上回る状況が続いていることから、
当社の定期的な見直しルールに基づき掛目の見直しを実施)

通常発生分(a)

シェアハウス
関連融資(b)

シェアハウスローン
債権一括譲渡(c)

予防的引当(d)

不動産担保
保全額の見直し(e)

通期見通し

実質与信費用 １６０

通常発生分(a) １０

シェアハウス関連融資(b) ４０

シェアハウスローン債権一括譲渡(c) ▲１００

予防的引当(d) ３４０

不動産担保保全額の見直し(e) ▲１３０
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本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、
リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性が
あることにご留意ください。

〈 本件に関する照会先 〉

総合企画本部 広報室

［TEL］ 03-3279-5536
［ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ］ ir.koho@surugabank.co.jp


